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て、大 き く三つの部分に分かれ る。第一 は、健康 および健康構造を社会学的 に位置 づけよ うとし
た第1章 である。第二 の部分 は、健 康構造 の基盤 である現代 社会 の特 質を明 らかに しよ うとした
第2章 か ら第5章 までである。最後 の部分 は第6章 か ら第8章 までで健康構造 を変革 する要因 と
しての学校 における健康教育 と社 会再組織 活動 の問題 を とりあげてい る。
第一の部分におい ては、最初 に健康や医療 の問題が社会学 の問題 に含 まれるに至 った事情を ア
メ リカ合衆国の事例 につ いて考察 してい る。アメ リカ合衆国 の農村 においては、都 市に くらべて
人 口の老齢化、出生率の漸減 、医療施設 の不備、乳児死亡率 の大 きい こと、慢性的疾患 による死
亡 の大 きい こと、 さ らに、農 村よ り都市への医師の転出が著 しい ことな どが近 年明 らかにな って
きた。著者 は、 この点を、ア メ リカ政府公衆衛生統 計等 によ り詳 細に分析 してい る。 そ して、 こ
の ことが、ア メ リカの農 村社 会学者 を して、 その関心を健康 、医療問題に向け、ル ー ミスや ビー
グルのよ うに、農村 社会学理 論の中に この問題を体 系化 しよ うとい う動きを生 み出 した と指 摘す
る。著者 は、社会学理 論において、 タル コ ッ ト・パー ソンズの理 論を検 討 し、 これは健 康の社会
学的考察 の可能性 を明 らか に したものと評価す る。
アメ リカ社会学 においては、最近医療社 会学 の進展 が見 られ 、米国社会学会 の1963年 の調
査 によると、会員 の研究 テーマの第一 位にな っている。著者 は、 この医療社会学 の進展、現在 の
問題領域等 を論 じ、 さ らに、 ドイツ、 フランス、 イギ リスにお ける医療へ の社会科学的接近を概
観 し、医療が社会構造 の変化 に伴 って、大 き く影響 され ること。 また、健康、疾病概念 も、社会
に よって違 うこと、健康 と疾病を コンミュニテ ィに生活す る 「人間」 とい う次元で包括的 にと ら
えなければな らない と主張す る。 このため著者 は人間行動を全体 として把握 し、 自然科学 と社会
科学 との連繋を も可能 とする行動科学的 アプローチが、健康問題 の研究 には必要であ ると指摘 し、
医学 と社会学 との協力 のあ り方 につ いて触れ る。
第二 の部分 は、第2章 か ら第5章 にわ た っているが、 ここでは、主 として、近代社会の成立の
過程 としての近 代化の問題、地域社会の変魏 の意義、家族構造の変化等 を論 じてい る。
著者は、近 代化論の中で、健 康 とか教育 とい った問題が どの ように取 り上げ られてい るかをみ
るために、低 開発国の概念 と定義、類型化を主 として、経 済学 者 サムエル ソン、坂本二郎、 ロス
トウ、 ヴァィナー、 ガル ブ レィ ス、 ミュル ダール の所説について検討す る。そ して、低開発国の
停滞性 の要因、それか らの脱却の可能性を問題 と し、人間の態度、動機の変革が必要であ ること、
また人間能力の質 とあ り方が低開発国 の発展 にと って重要であ ることを指摘す る。 これ に関連 し
て、オ コンネル、 ブラ ック ・ホー ル、ライシャワー、ベ ラー、アプター の近代化論を検討 して、社
会 の近代 化は新 しい価値体系の確立 と結びつ く必要があ ることを結論 として述べてい る。
第3章 においては、近代化か らさ らに進 んだ段階 としての 「情報化社会」の問題が分析 されて
い る。著者は、知識の もつ意義を、 マルクス、 シュンベーター、 ガルブ レイス、 ボールデ ング、
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梅樟忠夫 につい て論 じ 「もの」でない情報、知識 に価値が おかれてい る社会が生れ てい ることを
指 摘す る。 そして、その社 会の倫理 においては、新 しい文化、価値 の創造者 と しての人間能力が
社 会的活動水 準 とその領域 の拡大 、社会連帯意識の強化、育 成 とい う方 向と相応 しつつ可能な限
り開発 され ることによ ってのみ社 会の進歩 と発展が可能 とな る。 したが ってこれ はすべての国民
が健 康で教育 ある ことが高 く評価 され る社会であ って、著者 は、 この社会への推移を生産志向社
会 か ら創造志 向社会へ の構造的変化 として と らえてい る。
このよ うな社会 の社会構造を分析す るため、著者 は、次 の四つの側 面を 明確 にす る。すなわ ち
「人 口のサイズと構造」 「産業構造」 「価値 体系」 「ア ドミニ ス トレー シ ョン(行 為主体への意
志決定)」 がそれであ る。 この構造が社会の全体 構造 を示す もので、教育健 康、地域社会、学 校
な どはそのサ ブシステム とな ってい る。著者 は第3章 の後半 において、 この社会構造の四つ の側
面が情報化社会の中で、 どのような性 格を もってい るかを論 じてい るが、 と り上 げ られ てい る問
題 は、技術 についての経 済学 的観 念、技術進歩 が社会 においてシステ ム ・アプ ローチを必要 とす
る理 由、技 術が労働者 の行 動意識に及 ぼす影響 、技術革新 の意味、経済成長 と情報産業 との関係 、
情 報の意義、生物学 にお ける情報、情報科学 に立脚す'る意志決定理論等 であ る。
第4章 は、全体社会構造 の サブシステムと しての地域社会 の変化を都市に即 して分析 した もの
であ る。 ここで著者 はア メ リカにおけ る都 市研究 の歴史、 わが国の都市 の歴史、 アメ リカおよび
日本 の メガ ロポ リス化、 わが国の都市研究 の問題点、高度産業社会 の都市問題としての人口過密 ・
過疎 化、環境 の汚染 、親族 の紐帯 の弱 化と核家族化を と りあげてい る。
第5章 は、現代家族 と健康 の問題を、老人問題の観点か ら論 じたものであ る。著者 は ロー トン
によ って、老齢化 に対す る関心 の歴史的変遷 を古代 ヘブ ライ、 ギ リシ ャ、 ローマか らヨー ロ ッパ
に辿 る。そ して、 アメ リカの老人社会学 の現状を紹介 し、 と くにハ ビー ガース ト、バー ジェス、
テ ィビィ ットの所説か ら、老人社会学SociaIGerontologyは、個人の加令化に ともな って
生 ずる行動上 の諸問題 と社会現象 と しての加令化の側面 と関連す ると述 べてい る。著 者はさ らに、
老齢化 の社会生理学的分析 に入 り、老 齢化の身体機能 と労働の適応を論 じ、老人世代 の意 義、ア
メ リカの老 人運動で ある タウンゼ ンド運動、男女の平均寿令の差 と老人問題、老 齢化の個人差 、
老人 の健康 問題(国 民健康調査等 による)、 ア メ リカの老 人 の健康評価、 日本の定年 制、 定年退
職者 の実態(昭 和40年 労働者調査 による)、 西欧の定年制、農民の隠居、漁村の年序集団、 日
本 の家族 制度 の変化 と老人 、アメ リカの家族 における老人、老人福祉の問題、老人問題における
ボ ランタ リー活動 の意 義等 について、 いろい ろの資料を利用、して論述を進めてい る。
論文の前半 においては、健 康構造 の位置 づけの作業が行われたが、後半では、,この基礎の上に
立 った健 康構造 改善 の方 策が論ぜ られてい る。
第6章 は学校教育 とくに初等 教育 における健康 の取 り上 げ方を分析 した ものであ る。著者はは
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じめに、健康概念を社会学的に位置づけを行なう。それによると健康は 「全環境のさまざまな要











自己発展を 目指す方 向に沿 って国民 の福祉を創造、 向上 させ る ことである とす る。著者に よれば、
人間能力の 開発に と って基本的 に重要 な ものは教育 と健康 である。著者 は、人 間能力を経済 成長
と結 びつ けた シュルッの現論を紹介 しなが ら教 育投資 に比 して健康投資 の理論化 が不充分 である
ことを批判す る。著者 は健康投資をば、 さきに示 した社会構造 の四つ の側 面、すな わち 「人 口の
サ イズと構造」 「産業構造」 「価値体系」 「ア ドミニス トレーシ ョン」 に即応 して、理論 化を は
か る必要があ ることを力説す る。次 にと りあげ られ てい るこ とは、経済学 における人間能力へ の
関心であ って、アダ ム ・ス ミスの先駆的理論、経済学体系の中で健康 および教育の位置づ けを行
ったアル フ レッ ド・マー シ ャルの理論が詳細に紹介 されてい る。つ ぎに著者は人間投資 の経済効
果の分析 にお ける二十世紀以降 の展開 として、 アー ビング ・フィ ッシ ャーの理論、生産技術 の進
歩を生産関数 として数量化す る方法、産業化の論理等を紹介 し、人的資源論が経済構造 のみ な ら
ず、.社会構造、政治構造、 さ らに は人間 の意識変革をふ くむ統一的 メカニズムのもとで把 握 され
る.点に、現代的意義があ るとみ てい る。最後に著者 は、 アメ リカの人的資源理論形成の背景 と し
てのニ ューデ ィル政策 およびその以降 における人間強調の社会経済発展政策を紹介す る。
第8章 は、健康 と関係 した地域社会活動を問題 と してい る。著者 によれば、健康 とい う観点か
ら地域 をみ るとき、それ は、 「場所」 「人間の集合体」 「社会体系」 としてみ ることが便利であ
る。 一方、健 康体系は 「組織」 「問題領域」 「専門家」 「イデオ ロギー」 「物質的資源 ・設備」
「コン ミュニテ ィ内外の他の体系」を構成要素 とす る体系であ る。 この前提 に立 って著者 は地域
社会の急激な変化や公害 問題、低 開発 国の問題 が この活動 の研究 の重要性を認識 させ てきたこと
を指摘 し、 ヨーロ ッパ、 アメ リカにおける地域社会研 究の歴史を辿 る。 ここで と りあげ られ てい
る学者 は、ル プ レイ、 メー ン、 クー ランジュ、 テ ンニー ス、 ブース、 デ ュルケーム、モース、 ブ
ー グ レ、 リン ド夫妻、 ウオー ナー、 マー ドック、ギ ャル ピン、ソ ロー キ ン、 コル ブ、サ ンダー ソ
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ン、ルー ミス、 レッ ドフィール ド、マ ッキーバ ーであ る。 また著者は、地 域社 会研究 と して、 ア
メ リカの人 間生態学 の発展を 医学 との関係 におい て重視 してい る。次に著者は、近年 における地
域 社会研究 の動 向と して、 ア レンスバー グ、 ヒラ リー、 ジョナ ンセン等 による コンミュニテ ィ概
念、 ア メ リカの コンミュニテ ィ研究 の類型を と りあげた フ ォー ドらの論文、サ ンダースの理論、
パ ー ソンズの コンミュニテ ィ論、 ワレンの社会体系 としての コシ ミュニテ ィ分析等 を検討 しなが
ら、 コン ミュニテ ィを一つ の システムと してと らえ ることの意義を明 らかに した。 このよ うな欧
米 の動 向に対比 して、 わが国 における コンミュニテ ィ研究 の一つの タイプ として、竹 内利美の村
落 構造分析 の方法、佐 々木徹郎 の システム論を応用 した地域社会分析の方法を 紹介す る。
地域 社会 における人間 の研 究にと って、生活構造 論的方法があ る。著者 は この方法 が健康教育
の観点か らみて重要 であると考 え、有賀喜左衛門、青井 和夫、松原治郎、倉沢進、 森岡清美 の諸
説を検討 し、生活を地域社会 の中で全体的、包括的 に考察す る必要を説 く。
著者 は、 つぎに地域開発を と りあげ、 コ ンミュニ テ ィオー ガニゼ ィシ ョンとの概念 の相違、西
欧諸国 、と くにイギ リス、 イタ リアにおける地域開発政策、わが国の地域 開発 政策 の歴史を とり
あ げその特色を さ ぐってい る。
最後 に著者 は、地域社会組織化 のための社会学を問題 とす る。ア メ リカにおいて コンミュニテ
ィオーガニゼーシ ョンが発展 していることか ら、著者は その歴史的展開を概観 し、社会学的 アブ「
ロー チの一例 と して、セルズニ ックのTVAの 分析、オ グデ ン夫妻によ る小地 域社会 の事例分析、
その他事例研究をい くつか紹介す る。 その中で著者 は、健康に関す るコン ミュニテ ィオーガニゼ
ィシ ョンを と りあ げた社会学 的研究 と して、ハ ンターの調査に注 目し、 これは コン ミュニテ ィオ
ー ガニゼイ ションの社会学へ の方 向づ けを示す もの として評価す る。 そ して、 コンミュニテ ィオ
ーガニゼイ ション論を、 ロス ・シーダーについ て検討 し、1960年 代 における コンミュニティ・
オ ーガニゼイシ ョンの動 向を みる うえ で、重要な点 は、貧困 その ものに対 する考 え方 の変化、社
会 の構造的原因 による貧 困、 コンミュニテ ィ ・オ ーガニ ゼイシ ョンへの行 動科学 の応用 であると
述べ る。 この三つ の要因 に関連 して、租税移転制度、 アメ リカの経済機会法(1964年)が 説
明 され る。
さて、 コンミュニ テ ィ ・オーガニゼイ ションの1960年 代の新 しい動向 として著者 は コーヘ
ン、モ リス、 カー ン、 シフマ ン、ザル ト等の論文を紹介 し、新 しい理論づ け、都市再開法、機会
動員計 画、 ニ ゴ ヘ ブンにお けるCo㎜unityProgramInc・ の活動等 を分析する。
最後 に著者 は、健康体 系の第三 の側 面である意志決定(ア ドミニス トレー シ ョン)に 関連 して、
コン ミュニテ ィ ・オーガニゼイ シ ョンにおい て政府 の活動 と相互補充的役割を もつ ボラ ンタ リー
活動を 、イギ リス、 ア メ リカについて説明す る。 その場合、 とくに、保健関係組織 について検討














た ゴ、現代社会論、健康教育論、地域社会組織論をば、健康とい う観点か ら統合し、一貫した体
系化を行なうという点では、今後の努力にまつべきものが多い。これは著者が個々の問題領域の
探求を不必要なまでに過度に行ない、その結果、健康構造そのものについての理論化が徹底せず、
粗描に終 ったところに問題があろう。
以上のような問題点はあるにしても、健康を社会学体系にとり入れるという未開拓の学聞領域
において、社会学、経済学等の知見を総合 し、この課題に新 しい途を示したものと認められる。
よって教育学博士の学位を授与するに適当と思われる。
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